
　伝統的な農業国であるマラウイは、農村部で国民の約
８割が暮らし、主食のトウモロコシを栽培して消費す
る、自給による生活が主流です。また、マラウイでは雨
水に依存する天水農業が中心であり、生産性が低く、国
民１人当たりの所得水準も低い状況にあります。
　国民栄養の面から動物性タンパク質の供給源としての
乳牛飼育の必要性や、都会部では輸入の生乳が販売され
ており、酪農製品の国内自給の必要性も指摘されていま
す。日本は1995年からこれまで20年以上にもわたり、
JICAボランティアが中心となりウシの人工授精用精液の
製造や人工授精師の養成、酪農家の収入向上などに向け
た支援を継続して行ってきました。
　その間に派遣したJICAボランティアの数は、青年海外
協力隊とシニア海外ボランティアを合わせて25人に上
ります。こうした中、2014年から２年間、シニア海外
ボランティアとして派遣されたのが獣医師の西田茂さん
です。
　西田さんは宮城県職員として、畜産試験場や家畜保健
所で家畜の飼育や育種、防疫などに長く携わってきまし
た。管理職となった西田さんは58歳のとき、「動物を相
手に仕事をしたい」「元気なうちに海外で働きたい」と
早期退職し、JICAのシニア海外ボランティアに応募しま
した。初めて派遣されたセントルシアでは家畜飼養に、
次に派遣されたサモアでは農場経営に、それぞれ２年
間、自身の知識と経験を活かして取り組みました。そし
て３回目の派遣先となったのがマラウイです。
　マラウイで配属されたのは、農業灌漑水開発省地域農
業開発局の地方農業事務所であるブランタイヤ事務所で

す。そこで西田さんに
求められたのは、酪農
の振興と家畜診療技術
者（獣医師補）を対象
にした獣医療技術の改
善支援でした。また、
JICAからの要請は、こ
れまで行ってきた人工
授精技術導入・普及に
関する取組のフォロー
アップでした。ところ
が、赴任してから実施
した調査で、西田さん
はあることに気付いた

といいます。
　「酪農は、乳牛の妊娠、分娩、泌乳、搾乳、生乳販売
があって成り立つものですが、マラウイではその第一歩
である妊娠に至らず、生乳の生産性が非常に低い状況に
ありました。原因は低栄養による繁殖機能の低下です。
人工授精を行っても、卵巣が十分に育っていないので妊
娠できずにいたのです」と西田さん。
　そこで、ウシたちに不足しがちなミネラルやビタミン
を補うため、西田さんは現地で調達できる自給飼料を用
いたウシ用サプリメントの投与や周辺に自生する野草を
使った飼料づくり（「野草サイレージ」）などを指導し、
乳牛の栄養改善を目指しました。「野草サイレージ」は、
雨期に大量発生する野草を袋に入れ、発酵させてウシの
えさにするものです。また同時に、家畜の疾病診断技術
を向上させるため、家畜診療技術者を対象に疾病診断技
術を指導しました。
　マラウイでは、７～８か月の講習で家畜診療技術者に
なれますが、実際の知識レベルはさほど高くなく、聴診
器や体温計など、診断や治療のための機材も揃っていま
せん。そこで西田さんは、症状を「見る・触る・聞く」
ことから疾病を分類する診断法や、直腸検査による卵巣
機能障害の診断、難産介助法など、限られた機材ででき
る診断や治療法を指導しました。また、任期終盤には酪
農家向けの乳牛飼養マニュアルと技術者向けの乳牛疾病
診断マニュアルを作成し、技術の定着を図っています。
　「日本のこれまでの支援により、国営牧場など一部の
生産現場では人工授精が行われるようになりました。し
かし、この技術を広く一般農家に普及させるためには、
マラウイの畜産や酪農行政を現場レベルで担う人材の育
成が不可欠です」と西田さんはいいます。
　2016年８月、ブランタイヤ事務所の責任者で、マ
ニュアル作成などの現地の活動を西田さんと共にしたス
タンフォード・ムイラさんが、ABEイニシアティブ※１の
社会人留学生として来日しました。今後２年間、帯広畜
産大学大学院で、家畜飼料、栄養、飼養学を学ぶ予定で
す。西田さんは、彼が近い将来、マラウイの酪農を支え
る人材となってくれることを信じています。

※１　ABEイ ニ シ ア テ ィ ブ（African Business Education Initiative for 
Youth）は、2013年に横浜市で開催された第５回アフリカ開発会
議（TICAD V）で日本政府が発表した政策の一つ。アフリカの産業
発展を牽引する優秀な人材を育成するために、2014年から５年間
で計1,000人の留学生を受け入れ、日本の大学院での修士号取得と
日本企業でのインターンシップの機会を提供する。
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　アフリカ大陸の北西端に位置し、北は地中海、西は大
西洋に面したモロッコでは農業が重要な産業であり、
GDPの13%、輸出の11%、就業労働人口の25%（約
300万人）を占めています。しかし、乾燥地域が多く慢
性的な水不足に悩まされ、干ばつ時には収穫量が通常の
50%程度にまで落ち込むこともあります。気候変動に
よる降水量の減少も予想されることから、農業用水を確
保するための経費が年々上昇するなど、水の持続的な利
用が課題となっています。
　野菜の生産が盛んなモロッコ中部のスス・マッサ地域
では、少量の水を効果的に使う点滴灌漑が普及している
ものの、水不足の解消には至っていません。こうした
中、同地域の節水型農業に期待がかかるのが、株式会社
鳥取再資源化研究所が開発した「ポーラスα（アルファ）
®」です。ポーラスαは廃ガラスと貝殻（炭酸カルシウ
ム）を原料とする同社が独自に開発した多孔質発泡ガラ
ス素材です。開発当初は、土木資材の軽量盛土材や防犯
砂利※１としての利用を想定していましたが、鳥取大学
乾燥地研究センターとの共同研究の結果、土壌に混ぜ
て使用すると多数の細かい孔に水が蓄えられて土壌の
保水性が高まり、土壌改良材として優れた効果を発揮
することが分かりました。その上、ポーラスαは環境に
与える影響（負荷）も小さいなどの特徴もあり、2010
年には乾燥地向け節水型農業技術として国連工業開発
機関（UNIDO）※２の環境技術データベースにも登録さ
れています。
　同社がモロッコの農業が抱える水問題と接したのは
2008年のこと。既に確立していたポーラスαの節水型
農業技術をモロッコで開かれた学会で紹介したときに、
モロッコの政府機関から実証実験についての打診を受け
ました。このときは、モロッコ政府との間で役割分担や
費用負担などで合意に至らず実現しませんでしたが、そ
の後、JICAの民間技術導入可能性調査という制度を利
用してセネガルでポーラスαの実証実験を行いました。

そこで成果を上げ、
さらに農業が大規模
に行われている国を
検討したところ、同
社は再度モロッコに
思い至り、2015年
６月から２年半の予

定で、ODAを活用した中小企業海外展開支援※３の普
及・実証事業※４を行うこととなりました。
　2015年９月から2016年４月にスス・マッサ地域農
業開発公団の研究施設で行われた第１回試験栽培では、
トマトとインゲンを栽培しました。その結果、従来と比
べて半分の水の量で、トマトは28%増、インゲンは
22%増の収穫量がありました。節水効果、収穫量増大、
土壌・作物への安全性など、ポーラスαの有効性の高さ
を示す結果が得られたのです。
　「ポーラスαを入れた畑がそうでない畑よりも生育が
良いということが分かり、農業開発公団の現場責任者も
手応えを感じたようです。2015年12月に現地で開催さ
れた農業展示会で、彼が来場者にポーラスαを売り込む
姿を見たときには、当社製品を信頼してくれていること
が実感できうれしく思いました」と竹内義章社長は振り
返ります。
　こうした結果を受け、2016年８月からは大規模農家
での試験導入も始まっています。竹内社長は、「農業開
発公団の試験栽培は0.06ヘクタールでしたが、大規模
農家の総面積は２ヘクタール以上です。また、生産者ご
とに農法や農地の環境が微妙に異なるため、どのような
結果が出るのか期待と不安があります」と話します。
　2016年８月、ケニアの首都ナイロビで開催された第
６回アフリカ開発会議（TICAD VI）に出展し、ポーラ
スαを活用した節水型農業技術を紹介しました。乾燥地
を多く抱えるアフリカ諸国の関係者からも、大いに注目
を集めました。
　「モロッコの乾燥地域では水の需要量が供給量を上回
り、地下水位が年々下がっています。ポーラスαの利用
で水の使用量を半減できれば、地下水位の低下を食い止
め、気候変動による少雨化、干ばつにも不安を抱くこと
なく、安心して農業に取り組めると考えています」と竹
内社長。
　今後は対象作物を果樹などに拡大するとともに、ポーラ
スαの現地での製造・販売体制を構築していく計画です。

※１　「防犯砂利」は、踏むと音が出て、侵入者の足音に気づかせる用途
がある。

※２　United Nations Industrial Development Organization
※３　ODAを活用した中小企業等の海外展開支援事業は、中小企業等の

優れた製品・技術等を途上国の開発に活用することで、途上国の
開発と、日本経済の活性化の両立を図る事業。

※４　普及・実証事業は、中小企業等からの提案に基づき、製品・技術
等に関する途上国の開発への現地適合性を高めるための実証活動
を通じ、その普及方法を検討する事業。
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モロッコにてポーラスαの節水型農業技術に取
り組む竹内義章さん（中央）とスス・マッサ地
域農業開発公団のメンバー（写真：㈱鳥取再資
源化研究所）

スス・マッサ地域農業開発公団の研究施設
で行われた試験栽培でインゲンを収穫して
いる様子（写真：㈱鳥取再資源化研究所）
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